
（様式３）

事業評価調書（目的設定、中間評価、事後評価）     (評価年度：令和５年度）

１　事業実施の背景及び目的

２　事業概要及び財源 （単位：千円）

（

３　事業の効果を把握するための手法及び効果の見込み
【指標Ⅰ】

【指標Ⅱ】

◎指標を設定することができない場合の効果の把握方法
①指標を設定することができない理由

②見込まれる効果及び具体的な把握方法（データの出典含む）

政策 ５健康・医療・福祉戦略
目指す姿 ２安心で質の高い医療の提供

施策の方向性 ②地域医療の提供体制の整備
Ｒ５ 年度～
Ｒ５ 年度

部局名 健康福祉部 課室名 医務薬事課
チーム名 調整・医療計画チーム

その他合計 件）
財源内訳 左の説明 634,362 0 0

国 庫 補 助 金 新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金 634,362
県 債
そ の 他
一 般 財 源 0 0 0

指標名 支援金支給施設数（施設）【業績指標】
指標式 支援金支給施設数
出典 医務薬事課調べ

把握時期 当該年度10月
年度 28年度 29年度 30年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度
目標a 2,300
実績b
ｂ／ａ 0.0%

指標名
指標式
出典

把握時期
年度 28年度 29年度 30年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度
目標a
実績b
ｂ／ａ

事業名 医療施設等物価高騰対策事業 事業年度

　新型コロナウイルス感染症がいまだ収束の兆しが見えない中、医療施設等に大きな負荷が掛かっていることに加え、物価高
騰により運営は厳しさを増しており、地域の安定した医療提供体制の維持が懸念されている。そのような背景の中で、医療施
設等に対し支援金を支給することにより地域の安定的な医療提供体制の維持を目的に事業を実施する。

事業内訳 概要 令和５年度
予算額

令和４年度
決算(見込)額

最終年度
決算（見込）額

1
医療施設等物価高騰対策
事業

　医療施設等に対し支援金を支給する。
634,362
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（様式３）

事業評価調書（目的設定、中間評価、事後評価）     (評価年度：令和５年度）

１　事業実施の背景及び目的

２　事業概要及び財源 （単位：千円）

（

３　事業の効果を把握するための手法及び効果の見込み
【指標Ⅰ】

【指標Ⅱ】

◎指標を設定することができない場合の効果の把握方法
①指標を設定することができない理由

②見込まれる効果及び具体的な把握方法（データの出典含む）

政策 ５　健康・医療・福祉戦略
目指す姿 ３　高齢者と障害者の暮らしを支える体制の強化

施策の方向性 ②　介護・福祉基盤の整備
Ｒ５ 年度～
Ｒ５ 年度

部局名 健康福祉部 課室名 長寿社会課
チーム名 介護保険チーム

その他合計 件）
財源内訳 左の説明 216,000 0 0

国 庫 補 助 金 新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金 216,000
県 債
そ の 他
一 般 財 源 0 0 0

指標名 補助施設数（施設）【業績指標】
指標式 光熱費補助をした介護保険施設数
出典 長寿社会課調べ

把握時期 当該年度３月
年度 28年度 29年度 30年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度
目標a 1,350
実績b
ｂ／ａ 0.0%

指標名
指標式
出典

把握時期
年度 28年度 29年度 30年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度
目標a
実績b
ｂ／ａ

事業名 介護保険施設等物価高騰対策事業 事業年度

　物価高騰に伴い、介護保険施設等で大きな影響が出ている光熱費のかかり増しは、介護保険制度の運営に支障が生じる
おそれがあることから、介護サービスの安定的な提供の維持を図ることを目的に、介護保険施設等への光熱費の一部支援を
行う。

事業内訳 概要 令和５年度
予算額

令和４年度
決算(見込)額

最終年度
決算（見込）額

1
介護保険施設等物価高騰
対策事業

　市町村が実施する介護保険施設等への光熱費助成に
関する事業に対して補助する。 216,000

2

3

4

5

- 1 -
2/5



（様式３）

事業評価調書（目的設定、中間評価、事後評価）     (評価年度：令和５年度）

１　事業実施の背景及び目的

２　事業概要及び財源 （単位：千円）

（

３　事業の効果を把握するための手法及び効果の見込み
【指標Ⅰ】

【指標Ⅱ】

◎指標を設定することができない場合の効果の把握方法
①指標を設定することができない理由

②見込まれる効果及び具体的な把握方法（データの出典含む）

政策 ５　健康・医療・福祉戦略
目指す姿 ３　高齢者と障害者の暮らしを支える体制の強化

施策の方向性 ②　介護・福祉基盤の整備
Ｒ５ 年度～
Ｒ５ 年度

部局名 健康福祉部 課室名 福祉政策課
チーム名 企画チーム

その他合計 件）
財源内訳 左の説明 402,579 0 0

国 庫 補 助 金 新型コロナウイルス感染症対策地方創生臨時交付金 290,491
県 債
そ の 他 労働保険料納付金 8
一 般 財 源 112,080 0 0

指標名 補助金活用施設数（施設）【業績指標】
指標式 補助金交付施設数
出典 福祉政策課調べ

把握時期 当該年度３月
年度 28年度 29年度 30年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度
目標a 200 
実績b
ｂ／ａ 0.0%

指標名
指標式
出典

把握時期
年度 28年度 29年度 30年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度
目標a
実績b
ｂ／ａ

事業名 医療・介護・福祉施設省エネルギー化支援事業 事業年度

　物価高騰の影響により、医療・介護・福祉施設の運営に大きな影響が出ていることから、医療・介護･福祉施設が行う省エネ
ルギー化に向けた取組を支援することにより、施設の経営の安定を図り、もって安定的なサービス提供に資する。

事業内訳 概要 令和５年度
予算額

令和４年度
決算(見込)額

最終年度
決算（見込）額

1
医療・介護・福祉施設省エ
ネルギー化支援事業

　対象施設で行われる省エネルギー化に向けた施設改
修、設備導入等に必要な経費を補助する。 402,579
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（様式３）

事業評価調書（目的設定、中間評価、事後評価）     (評価年度：令和５年度）

１　事業実施の背景及び目的

２　事業概要及び財源 （単位：千円）

（

３　事業の効果を把握するための手法及び効果の見込み
【指標Ⅰ】

【指標Ⅱ】

◎指標を設定することができない場合の効果の把握方法
①指標を設定することができない理由

②見込まれる効果及び具体的な把握方法（データの出典含む）

政策 ５　健康・医療・福祉戦略
目指す姿 ３　高齢者と障害者を支える体制の強化

施策の方向性 ⑥　障害者の地域生活と社会参加に向けた環境づくり
Ｒ５ 年度～
Ｒ５ 年度

部局名 健康福祉部 課室名 障害福祉課
チーム名 地域生活支援チーム

その他合計 件）
財源内訳 左の説明 63,600 0 0

国 庫 補 助 金 新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金 63,600
県 債
そ の 他
一 般 財 源 0 0 0

指標名 補助施設数（施設）【業績指標】
指標式 光熱費補助をした障害者支援施設等の数
出典 障害福祉課調べ

把握時期 当該年度３月
年度 28年度 29年度 30年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度
目標a 600 
実績b
ｂ／ａ 0.0%

指標名
指標式
出典

把握時期
年度 28年度 29年度 30年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度
目標a
実績b
ｂ／ａ

事業名 障害者支援施設等物価高騰対策事業 事業年度

　電力等の物価高騰に伴い、障害者支援施設等の経営が圧迫されており、県内における障害福祉サービス等の安定的な提
供体制の維持に大きな懸念が生じている。このため、障害者支援施設等の光熱費を一部負担することで、障害福祉サービス
等の安定的な提供の維持を図る。

事業内訳 概要 令和５年度
予算額

令和４年度
決算(見込)額

最終年度
決算（見込）額

1
障害者支援施設等物価高
騰対策事業

　市町村が実施する障害者支援施設等への光熱費助成
に関する事業に対して補助する。 63,600
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（様式３）

事業評価調書（目的設定、中間評価、事後評価）     (評価年度：令和５年度）

１　事業実施の背景及び目的

２　事業概要及び財源 （単位：千円）

（

３　事業の効果を把握するための手法及び効果の見込み
【指標Ⅰ】

【指標Ⅱ】

◎指標を設定することができない場合の効果の把握方法
①指標を設定することができない理由

②見込まれる効果及び具体的な把握方法（データの出典含む）

政策 ５　健康・医療・福祉戦略
目指す姿 ４　誰もが安全・安心を実感できる地域共生社会の実現

施策の方向性 ③　児童虐待防止対策と里親委託の推進
Ｒ５ 年度～
Ｒ５ 年度

部局名 健康福祉部 課室名 地域・家庭福祉課
チーム名 家庭福祉チーム

その他合計 件）
財源内訳 左の説明 7,710 0 0

国 庫 補 助 金 新型コロナウイルス感染症対策地方創生臨時交付金 7,710
県 債
そ の 他
一 般 財 源 0 0 0

指標名 補助施設数（施設）【業績指標】
指標式 光熱費補助をした児童福祉施設等の数
出典 地域・家庭福祉課調べ

把握時期 当該年度３月
年度 28年度 29年度 30年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度
目標a 23 
実績b
ｂ／ａ 0.0%

指標名
指標式
出典

把握時期
年度 28年度 29年度 30年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度
目標a
実績b
ｂ／ａ

事業名 児童福祉施設等物価高騰対策事業 事業年度

　物価高騰の影響により、児童福祉施設等の運営に大きな影響が出ていることから施設運営の負担軽減を図るために、各施
設に対して光熱費の補助を行う。

事業内訳 概要 令和５年度
予算額

令和４年度
決算(見込)額

最終年度
決算（見込）額

1
児童福祉施設等物価高騰
対策事業

　児童福祉施設等に対して、光熱費の助成に関する補助
を行う。 7,710
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